国際人道法の存在基盤 by 野島 大輔
『社会科卒ジャー ナノレJ28(1) 〔1989〕 pp.195-215 
The Journal of Soc;a/ Scieuce 2副I）〔1989〕 ISSN 0454・2134
国際人道法の存在基盤
野島大輔
はじめに
近年「国際人道法」と呼ばれる国際法の一分野において，法文書の量
的な増加がめざましい。「国際人道法」の名称自体は比較的新しいもの
であり，正式にその名称が用いられるようになったのは， 1971年に赤十
字国際委員会と国際連合の協力のもとに開催された「武力紛争に適用さ
れる国際人道法の再確認と発展のための政府専門家会議Jが最初とされ
ている川 しかし，「国際人道法Jに合まれるとされる法文書の範囲に
は学者の定義によってかなりの相違があり，様々なものが挙げられてい
る。
「国際人道法」の概念の提唱者の一人であることを自認するピクテ
は，「国際人道法」とは広義には人道の感情に基づいた個人の保護のた
めの国際法すべてを指すが，狭義には戦時法のうちジュネーヴ法のみを
指す，としている。ω ピクテの広狭の両定義が他の様々な定義の両極端
となっている。
上岡氏は，「国際人道法」には様々な定義があるとしながらも，一般的
には個人の尊重とその幸福を保障するような成文法・慣習法，即ち戦時
国際法と人権法の全体を指すもの，としているY ジャコヴレヴイック
は，「国際人道法jは基本的人権の保護のためのシステムの一部であり，
人権に関する全ての法はこのアプローチから認識せねばならない，とす
る。〈。
ジュネー別法のみを国際人道法とする代表論者は，ヘノレツェーグであ
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る。へノレツェー グは，‘Intemat10nal’と‘Humanitarian’の各々の要素を
同時に持つ法，という観点から検討を進めてその定義を模索し，
'Humanitarianism’に由来しながらも，かつ’InternationalType，の法，
即ちジュネーヴ法のみが「国際人道法」であるとする。彼の主張する
‘International Type，とは，人間の基本的な権利を他国が緊急状態の中で
直接に保護する仕組みをとる法であるとし，従って人権法は除かれる。
またハーグ法もこの定義からは除かれており，一方追加議定書はジュ
ネーヴ法の流れにある法として定義の中に含んでいるY ダインスタイ
ンは，戦時法は人道的考慮と軍事的必要の現実的妥協にあるとした上
で，ジュネーヴ諸条約と追加議定書のみが「国際人道法」であるとして
いるY 宮崎教授は，「国際人道法Jは，広義では人道を基本とした国際
法規の総体を意味するが，一般には，ジュネーヴ諸条約及ぴ追加議定書
を意味している，とするF 藤田教授は，「国際人道法Jの概念は従来の
戦争法の定義よりもかなり狭〈，平等適用のなされることが争われる余
地のない「人道的性質の戦争法規」にほぽ一致すると主張しているY
田畑教授は，戦争犠牲者の救済を目的としたジュネーヴ諸条約をはじ
め，武力紛争に際して戦闘員や一般住民の尊厳を保護するために認めら
れる一連の国際法規を指す，としているY
このような狭い定義に対する批判として，追加議定書は明らかにハー
グ法に属する規則も含んでおり（例えば第35条以下の「害敵手段の制
限Jに関する項目），ハーグ法とジュネーヴ法の区別は，戦争の違法化と
いう異なった次元の論点を持ち込むものであるとして，ハーグ法をあえ
て除く積極的な理由がないとする論者がある。岬 竹本教授もハーグ法
を排除しない立場をとっているが，人才街去が適用される平時と交戦法規
が適用される武力紛争の状況には著しい差異があるとし，国際人選法の
範囲を，武力紛争時に適用される交戦法規に限定するのが適当であると
する。帥
ところでかつての戦時国際法のうち交戦法規（狭義の戦争法）を国際
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人道法の一部に含める考え方によれば，その定義は1945年の国連憲章2
条4項の「武力行使の一般的禁止」という国際・副本系の根本的転換のラ
ンドマークをまたぐことになり，背景にある「戦時」「平時jという無差
別戦争観時代の国際法の時間的区分については，現在の立場から慎重に
処理されなければならないであろう。また人聞や人間に必要な基本的な
諸価値を保護する国際法をすべて国際人道法の枠内に入れて考える別の
定義によれば，「国際人権法Jと「国際人道法jという一応は別個に発達
したこつの法体系を何をもって同じ性質の法とし，他から区別する必要
があるのか，という点について説明しなければならないであろう。
このように，「国際人道法」は，一つの厳密に確定された法文書の範囲
を指すとはまだ言えない。国際人道法の研究に当たっては，その一部と
される個々の法文書の性質や背景を見抜きつつ，また多分にモザイク的
な構成要素としての諸々の法文書を貫通しうる一定の視点を維持しつ
つ，増大の一途をたどる国際人道法の安定した存在の基盤となる国際法
上の位置を常に確認し続ける必要があるということに留意がなされなけ
ればならない。
本稿の目的は，近年の国際人道i法の極大化現象に対し，筆者なりの角
度からの考察も試みつつ，「国際人道法」が，定義上周辺の諸国際法規と
接触する諸点での複雑な議論をむしろ活用して，国際人道法の存在意義
とその国際法体系上の地位を再確認することにある。（凶
I 武力行使の違法化と国際人道法
少なくとも第二次世界大戦までは，戦時法は平時法に対して圧倒的な
重みを持つ国際法の根幹的な地位にあった。このような国際法の伝統を
次第に覆し平時法を発達させた契機は，両大戦のあとの juscon仕a
bell um又は jusad heliumと呼ばれる戦争や武力行使を違法化する一連
の国際法規範の登場である。特に普遍的な加盟国数を誇る国際連合憲章
が自衛権の行使などの例外を除いて武力の行使を一般に遠法化してから
198 
は，侵略国（群）・被害国（群）・制裁寧の聞に平等に適用される交戦法
規の存在の整合性や，ひいては戦時国際法そのものが成立するかどうか
カ可栗刻に問われるようになった。しかし，その後はジュネーヴ諸条約の
定立の事実が示すとおり，武力紛争時を主な適用範囲とする法規はむし
ろ更に充実させられた。ここでは，戦争を違法化する法の設立が交戦法
規のステイタスにどんなインパクトを与えたか，武力行使の違法化のも
とでどのようにしてそれらの条約の成立が促され，その存在が肯定され
るに至ったか，という議論の跡を振り返ってみる。
第二次大戦直後の平和気運の昂揚した時代には，戦争法の改正や研究
は，武力の行使それ自体が違法化された以上不必要であり，戦争法の存
立に消極的な立場を取る見解が一時多数説となった。戦争法充実の姿勢
は違法状態における権利を論ずることになるため戦争廃絶の努力を妨害
することになりうる，という見解は，第一次大戦後にも根強く支持され
ていたロ間ついに第二次大戦後，国際連合の国際法委員会は，もしも同
委員会が発足当初より戦争法を研究したなら世論が国連の平和維持機能
に信頼を置かないであろう，という考慮のもとに戦争法を国際法の法典
化作業の対象からいったん除外した。同 またこれに関連してフェン
ウィックは，①少なくとも国際連合加盟国聞においては戦争は違法化さ
れている②国際連合による侵略者の制裁には戦争法は適用されるべき
ではない③国際連合のもとで大国間の戦争が起これば交戦者自身の人
道的本能以外に戦闘の制限は現実には不可能，等の理由で，戦争法には
未来はない，としていた。同
また，戦争法の効力を部分的に認めながらも，国際連合の軍事的強制
措置による制裁を合法な武力行使とする「現代の正戦論jと合わせた解
釈を行い，侵略国と制裁にあたる国連軍の武力行使の質的な相違を強調
し，両者の聞の交戦中の権利の格差を設ける差別適用説が提喝された。
この説によれば，合法な武力行使を行う国連軍は戦争法による武力行使
の制限を侵略者よりも一定程度軽減されることになる。四
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これらの考え方に対して，武力行使の違法化のもとでも戦争法の存在
を肯定し手動極化していくべきだ，とする説が唱えられた。田岡教授やク
ンツは戦間期より戦争法の充実を主張していたが，第二次大戦後も立場
を一貫して変えず，①国連憲章2条4項には具体的な罰則規程や裁判義
務がない②「刑法Jが園内において廃止できないのと同様の論理が成り
立つ③戦争がもし勃発したとき戦争法がなければ無秩序となる危険が
ある④現実に新兵器や軍事同盟が発達してきている，などの理由で，戦
争法の廃止を唱える学者の動機の善意を認めながらも批判した。間
さらに，戦争法の必要性を認める上に，戦争i法の平等適用を主張する
論者も登場した。岡藤田教授は侵略国の違法性を常に認定しうる機関
がなく，また戦争法は元来敵対行為一般に行為そのものの違法性とは無
関係に適用すべき性質のものである，とし，筒井教授は一方のみに負担
を課する法規が武力紛争の現場で現実に維持されるとは考えにくく，か
えって国連の理想に反する無法な戦闘が起こるおそれがある，として，
ともに交戦法規の平等適用を唱える。ケノレゼンは，戦争そのものの違法
性を判断する法と戦争遂行に関する法は全く別個の法であることを根拠
に，合法な武力行使においても戦争法違反を認めるべきだとし，平等適
用を訴える。
以上の議論を整理すると，（！）国際連合憲章2条4項による武力行使の
「一般的禁止jの評価（とりあえず戦争を完全に追放していると見る，
合法な武力行使の場面のみを問題にする，安保理の不動作などを理由に
形骸化していると見る） (2) jus contra heliumと jusin helloの関係
（前者の優位における総合的解釈， f走者の優位における総合的解釈，両
者を全く別個の法体系と見る）の二点について大きく見解が分かれてお
り，これらの個々の見解の組み合わせにより様々な立場が形成されてい
るものとして把握できる。 juscontra heliumの国際法はそれ自体非常に
理想の高い規範であるが，残念なことにその実施措置とのバランスを欠
いているところに問題がありそうである。戦争法（もしくは武力紛争
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法）不要論は今となっては支持しがたいと言わざるをえないが，かと
いって juscontra heliumを全〈無視してかかることにも安易には賛同
しかねるところである。また， juscontra heliumとjusin belloを論理
の上のみで合成してしまう立場は現実の保護を為し遂げにくいと思われ
る。議論の尽きないところであるが，ここでは，武力行使の違法化以前
の交戦法規を「国際人近法」に含める立場の者はもとより，現在「国際
人道法」の範時に含まれることがほぼ異論のないジュネーヴ諸条約や
「国際人道法Jの名称を正式に意識して採択されたそれへの二つの追加
議定書も一応武力紛争時に主として機能することを予定されている法規
範であり，以上のような議論の跡をひとまずふまえて把握する必要があ
る，ということを指摘しておくに留めたい。
川 国際人権法と国際人道法
国際連合が戦争法消極化の方針を転換して，主として武力紛争時で機
能する国際法を充実させていくような方針を取り始めたのは，何よりも
大量の文民犠牲者を伴う大戦後の武力紛争の凄惨な現実を「平和と安全
の維持」に寄与する国際機構として直視せずに済まされなかったからで
ある。しかし国連は自らの平和維持機能に対する限界を安易に自認する
わけにはいかず， 1960年代後半からはそれらの国際法の充実に取り掛か
るスローガンとして，国際連合の他の主要な目的の一つである「すべて
の者のために人権および基本的自由を尊重するように助長奨励するJ
（国連憲章1条3項）＂句 ことに根拠をおいた「武力紛争における人権の
尊重」を掲げた。そのために，戦争法の位置付けについて新たに整理を
要することがらが発生してきた。国際連合がかつての「戦争法」の意義
を再認する根拠が「人権の尊重Jであるということは，第二次大戦後急
速に充実されてきた国際人権法と「戦争法」ないし「武力紛争法」の接
点をどのように処理するか，という問題を生じさせることとなったので
ある。そしてこの頃から「国際人道法」という用語が使われ始め，国際
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連合もその呼称を用い出す。わざわざこの呼称を用いた背景には安易に
「戦争法」という言い方を避けたという事情があるが，「事実上の戦争」
に対応する「武力紛争法Jという呼称も登場しており，「国際人道法」と
呼ぷからには単に「戦争法Jの言い換えではなく，法が保護する価値を
意識したということが察せられる。
今日までに「国際人権法」と「国際人道法jを区分する間基準として
一般的に挙げられているのは，戦時（ないしは武力紛争時）・平時という
法の機能する時間によるものであるが，果たしてそれは妥当だろうか。
(1) 〈戦時・平時と人道法・人権法〉戦時（もしくは武力紛争時）・平
時という伝統的区分を復活させて国際人道法と国際人権法を分けるとい
う考え方について，まず指摘しておかなければならないのは，この区分
の例外が非常に多いと思われることである。国際人権B規約・ヨーロッ
パ人権条約・米外l人権粂約らはいずれも「公の緊急事態」（戦時を当然
含むと考えられる）における人権保護の効力継続に関する規定を置いて
おり，そのような事態においても効力を停止させてはならないとしてい
る重要な人権の種類を列挙している。さらにそれらに共通するのは，生
存権（もしくは生命権），人道的待遇（もしくは非人道的待遇の禁止に
奴隷の禁止，遡及罰（もしくは事後法）の禁止であり，その他の人権の
停止措置の際にも国際法上の他の義務と抵触してはならないことも共通
して示されている。これらの重要な人権は戦時にも効力を保ち，国家権
力による停止を許されていない。剛
一方，「国際人道法Jのー部を構成することにほぽ異論のないジュ
ネーヴ諸条約が機能する時間については，「二以上の締約国の聞に生ず
るすべての宣言された戦争またはその他の武力紛争の場合について，当
該締約国のーが戦争状態を承認するとしないと関わず，適用j「ー 締約
国の領域の一部または全部が占領されたすべての場合について，その占
領が武力抵抗を受けると受けないと問わず，適用Jされることの他に
「平時に実施すべき規定」（条約の尊重の確保，条約義務実行の準備，事
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務的手続など）が挙げられており，人権条約の停止要件との時間的断面
が必ずしも一致しない。また，同第一追加議定書は，基本的に軍事行動
の全般的終了時または占領の終了時に適用を終了するが，解放・送還ま
たは居住地の設定が長引く場合には「この限りではない」としている
他，新しい兵器が国際法によって「禁止されているかいなし、かを決定す
る義務を負うJと，平時の義務を明言している。国
さらに，ジュネーヴ諸条約共通第3条を補完する目的の同第二追加議
定書の関連において，戦時と平時の区別均ぎ容易ではない内乱や国内的騒
乱のときに国際法を適用することの可否については，議定書採択の国際
会議で非常に複雑な議論を要している。第一追加議定書にも盛り込まれ
ているいわゆる？）レテンス条項は，国際的な取極が対象としない場合に
おいても「確立された慣習，人道の諸原則およぴ公共の良心に由来する
国際法の原則」の保護があることを謡っている。 また，論者によって
「国際人道法jの一部であるかどうか分かれるところであるが，ジェノ
サイド条約は，集団殺害が「平時に行われるか戦時に行われるかを問わ
ず」国際犯罪であること，防止・処罰の義務があることを明示している
（第1条）。問
このように，時間的区分をもって「国際人道法Jと「国際人権法jを帰
納的に区別する方法は概ね妥当しうるが，かなりの例外が見られる他，
それぞれが保護することのできる時間的範囲を拡げるような工夫が施し
であるため，決定的ではない。何より，戦時・平時の区分による伝統的
な国際法体系を踏襲することになり，論理的には「国際人道法Jはほぼ
「戦争法（もしくは武力紛争法）Jの言い換えに過ぎなくなる。即ち，「国
際人道法」と「国際人権法Jを区分するために時間的基準を用いること
は，「戦時・平時jの区分を脱却しようとして「人権の尊重Jに根拠を求
めた「国際人道法」の構築の動機とずれてくるため，議論が再び戦争法
の存在の可否の次元に戻ってしまうのである。
(2) 〈保護の対象とする価値〉ところが，実際に「国際人道法Jと「園
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際人権法」が保護の対象としている価値の内容を見ると，かなりの程度
共通している部分がある。倒いずれも人間そのものや人間に付随する
基本的な諸価値の保護を中心的な使命にしており，保護の対象となる価
値自体はほぽ同一方向を志向しているといって間違いなさそうである
（別表参照）。しかし，「国際人道法jが主として武力紛争の際に機能する
法である限りにおいて，今後も恐らく絶対に保護の対象としえない価値
がある。それは戦闘員の生存価値である。戦闘員は傷病者または捕虜と
なったときには保護の対象として復活するが，戦闘行為に従事している
間は，若干の間接的な保護を除いては，直接の保護の対象とはならな
いロまた，「人道的団体の活動」などの武力紛争に特有の概念について
は，「国際人権法」に対応する規定がない。その他，同ーの価値を保護す
る場合においても，一般に「国際人道法」の諸規定は「国際人権法Jのそ
れより実に具体的かつ詳細なものが多いことが見て取れる。岡
(3) 〈保護のメカニズム〉「国際人道法」と「国際人権法Jは保護の対
象とする価値についてはかなり一致するが，対象となる価値を保護する
ための法のメカニズムは全く異なっている。［国際人権法」は，個人の保
護のために，各締約国が自国民に対して一定の権利を与えてその保護の
ための方策を実行することを国際的に互いに約束する，という方法を
採っているのに対L，「国際人道法jは，実際に保護を与える者と実質的
に保護を受ける者との関係は一般に国籍を連結素とせず，寧事行動や占
領行動によって「敵対する紛争当事国の権力内に陥った」（第一追加議
定書第44粂1項）者や「紛争当事国に属するが敵対する紛争当事国の支
配下にある領域J（同第49条2項）などで攻撃を受けうる文民や［紛争当
事国の権力内にある」（同第72条）文民および民用物に対し，敵側交戦者
やNGOがそのような人と物の保護を一方的に与えることを各締約国が
互いに国際的に約束する，という構造になっている。四 よく考えてみる
と現在の国際社会の構造からは各交戦者にこのような義務がどこから発
生するのか明確に説明しにくく，人間的諸価値の絶対性を擬制した上
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で，すべての交戦者が互いに戦闘行為の自制をすることを誓い合わなけ
れば，実際の保護の達成が不可能な法である。国際人道法の確実な遵守
や履行確保が他の分野の国際法に比較して極めて困難であるのはこのよ
うなメカニズムを採用する以外に方法のない分野の法であることが最大
の理由であろう。さらに「国際人道法」を特徴づける構造としては，も
ともとはひとつのNGOに過ぎない国際赤十字に，個人の保護を円滑に
達成するためのかなりの特別な地位が与えられていることが挙げられ
るロこのような仕組みを採る国際法が現実に存在することは，非常に興
味深いところではないかと思われる。
以上の論点を整理してみると，「武力紛争における人権の尊重」とい
う近年のスローガンは非常に慎重な取扱いを要する諸側面を含んでいる
ことがわかる。かつての戦争法の中に含まれていた個人を保護する要素
を拡張し，そして第二次大戦以後の人権理念に添いつつ，主として武力
紛争時に機能する，特殊なメカニズムによって個人を保護するための法
を，国際社会は持つことに到ったのである。
IV ハーグ法とジュネーヴ法
かつての戦時・平時を軸とした国際法体系の中での交戦法規を現在の
視点から湖って「国際人道法jの一部として含めて考えるとき，従来の
交戦法規を構成するひとつの重要な要素である「人道の要請」に着眼が
なされたのは当然で恥あるが，交戦法規の個々の質的性格を考慮に入れる
ためにはハーグ法とジュネーヴ法という概念区分がなされる。聞大量
破壊兵器の発達やゲリラ戦法の多用が文民の保護を一層困難にしている
現在の武力紛争のま応伏をかえりみると，人間やそれに伴う諸価値の確保
と兵器や戦法の規制は密接な関連を持ってくるが，にもかかわらずハー
グ法とジュネーヴ法には両者の理念に根本的な違いがあるため，「国際
人道法」として同一に論じてしまうことに危慎を抱く論者がある。
ハーグ法を排除しない考え方を採る論者は，①ハーグ法とジュネーヴ
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法の区別は戦争の違法化という別次元の論点を持ち込んでしまう②平
時と交戦法規の適用される武力紛争時の状況は著しく違う③ハーグ法
は既に慣習法となっているがジュネーヴ法は未だそのすべてが慣習法化
していない④ハーグ法とジュネーヴ法は個人の保護という点で共通し
ており相対立せず互いに補完する関係にある，等の理由を挙げ，ハーグ
法を「国際人道法」の範囲から敢えて除〈理由がないとしている。岡
ジュネーウ市去の特別性を強調する論者は，①ジュネーヴi法は傷病兵の
保護から徐々に人的対象を拡大してきた独自の歴史を持つ②ハーグ法
は軍事的必要と人道的要請の比例・相対性により成り立つがジュネーヴ
法はささやかながら絶対性を主張しうる③ジュネーヴ法は献身的な人
道的団体の援助を背景に持つがハーグ法は各国政府の閲の政治的思惑を
強〈帯ぴる，等の点を挙げてジュネーヴ法とハーグ法を峻別する。問
このように見ると，「武力紛争法Jと「国際人道法」の相遠を意識する
かどうかがハーゲ法・ジュネーゲ法の区分をわざわざ設ける議論での立
場を分かっているようである。追加議定書そのものには「国際人道法J
という用語は登場せず，議定書は武力紛争の場面を主として想定してお
り「武力紛争法」という性格も多分に併せ持つ。しかし議定書はジュ
ネーヴ法の観点（特に文民の保護の観点）から必要に応じてハーグ法に
含まれていた諸原~rj （害敵手段の制限，不必要な苦痛の禁止，背信行為
の禁止など）を取り入れるという立場で両者の統合を試みたのであり，
議定書にハーグ法の要素が混入されたからといってハーグ法のすべてが
個人（特に文民）の保護に直接有効とされたわけではない。冊
追加議定書上では，ジュネーヴ法の流れは「国際人道法Jのメイン・
ストリームとしての地位を明確にし，新たな人的保護の対象の拡大（無
国籍者・難民，ジャーナリスト，文民概念の拡大），文民に直接影響を与
える物の保護の拡大（生存に不可欠な物，自然環境，危険な威力を内蔵
する工作物および施設に捕虜（交戦者）資格の緩和（公然武器携行の
みに等の内容的な進展を遂げている。
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従来のハーグ法は，ハーグ諸条約が軍縮会議の産物であったように，
主に「交戦者（国家や交戦団体など）：交戦者」の戦闘方法の相互協定の
ような構図で捉えられていたが， NGOである赤十字を母体として発達
したジュネーヴ法は当初より「交戦者・文民Jの構図を基本的に持って
いた。追加議定書の両者の統合の試みがジュネーヴ法の観点からなされ
たということが言えるならば，「国際人道法Jは全体として，様々な限界
を持ちつつも，暴力を行使する者とそれにより被害を受ける者とを区別
し，前者から後者を保護しうる秩序を求めているものとして把握するこ
とができょう。削「国際人道法jの範囲をかたくなに狭〈解釈していく
姿勢にも問題が提議されてよいと思われるが，近年の「国際人道法Jの
推進作業が「人権」を傍らに意識して進められた以上，「武力紛争法」と
「国際人道法jとはかなり重なる部分はあっても，異なる領域を指し示
すと考えなければならないであろう。いずれにしても，すべてのハーグ
法を「国際人道法jに含めるかどうかについては見解の相違があるが，
「国際人道法」の中核はジュネーヴ法であるということには各者は概ね
一致しているものと見られる。間
v むすびにかえて
ここまでの議論を総括してみる。
「国際人道法」という呼称は1970年代からの新しいものであり，その
中核はジュネーヴ諸条約とそれへのこつの追加議定書であり，論者に
よってはそれ以外の同質と見られる国際法も定義中に含もうとするが，
その際単独の基準をもって概念の拡大を行なうために様々な定義が生み
出されてきているようである。
「国際人道法」と「戦争法」ないし「武力紛争法」を区分する際の最適
の基準は対象とする保護の価値内容の直接性・絶対性の要素である。
「国際人道法jと「国際人権法Jを強いて区分しうる最適の基準は両者
の与える保護の基本的なメカニズムの遠いにあり，後者が国籍を連結素
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とする自国民に権利を与えてその保護を諸国家が互いに約束する方式を
採っているのに対し，前者は武力行使などの事態によってたまたま生じ
た，主に国籍が異なる交戦者と文民という「人権jによる保護の発生し
ない関係において，交戦者に文民に対する一定の作為・不作為を求め，
事実上の人権類似効果を国際的に創設する方式を採っている。
本論の冒頭に掲示した「国際人道法」の諸定義は，いずれも実際は
ジュネーヴ諸条約と追加議定書を中核としながらも，それらの持つどの
ような特色の基準を拡張してその他の法規に覆い被せるか，という形態
で構成されていることが明らかになってくる。 ~nち，「国際人道法J の範
囲を決定するに当たって，ジュネーヴ諸条約や追加議定書は，主として
武力紛争時に機能すると言っても，人間やその基本的諸価値を保護する
ために「国際人権法」と補完する関係にあると言っても，全く異なる歴
史を持つと言っても，いずれもそれぞれの側面については誤りではない
のだが，他の法規をも「国際人道法Jの範鳴に含めようとするとき，単
独の基準を用いて拡大していくと，予期せぬところで別の新たな議論の
交錯を生んでしまうようである。
従って，現在の段階では，「国際人道法Jの範囲は，①主に武力紛争時
に機能する②人間やその基本的な諸価値の危機について「国際人権法J
による円滑な保護が困難な場面で事実上の人権類似効果を何とか創設し
て「国際人権法Jを補完する③無差別かつ人道主義的な動機に裏付けら
れるものとされる④主に国籍の異なる交戦者と文民の関係において交
戦者の自制により保護を与えさせるメカニズムを採る⑤人道主義的団
体の活動を伴う，等の諸特徴を総合的に捉えて考えていかねばならない
だろう。中でも法のメカニズムに関する議論はあまり論じて来られな
かった感があり，今後さらに考察が深められるべきであろう。
仮にこのような「国際人道法」の把握がとりあえずのところ妥当しう
るとすれば，保護の根拠を「人道的理由」に求めざるを得なかった難民
法や国際労働法，国際機関による飢餓・貧困などの救済に関する国際的
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合意などにも一層注意が払われねばならないことになる。平時の緊急事
態において「国際人権法」が実際に保護を果たしにくい状況で，「国際人
道法jの持つ可能性について先取りしていこうとする学説も散見されて
いる。間
「国際人道法」の目的は，現在可能な材料を寄せ集めて何とか人間の
基本的価値を踏み蹴る行為に歯止めを掛けることにある。剛現代にお
いて人聞の基本的な諸価値が最も広範に諜捌されているのは，現在の国
際社会の構造では直ちに適当な権利義務関係を設定することができない
当事者の聞においてである。この現代の危機に直面して，現実の様々な
限界の中で，交戦者の自制を求めたりNGOを駆使したりして，できうる
限り人間的な諸価値の保護を現実化しようとするのが「国際人道法」の
存在理由である。「国際人道法」は現代の国際社会の構造的欠陥を補う
潤滑油のような役割を担わされており，そのような欠陥が改普きれない
限りにおいて，今後も現実的・緊急的な諸課題に対処することを期待さ
れうるだろう。
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図表・国際人格去と国際人道去の保欝操価値の比較
内 n乍－？. 国際人権法 国際人道法
無差別原則 B4条1項・ El4条・米 傷12条・海12条・捕16粂
27条1項 文13条
身体の不可侵 B9条1項・ E5条1項 傷12条・海12条・捕14条
米7条1項 文27条・ I11粂1項
生命の不可侵 B6粂1項・ E2条l項 傷12条・海12条・捕13粂
米4条lJ頁
弱者の保護 AlO条2項3項・ B24条 傷12条・海12条・捕14条
1項27条・米19粂 29粂88条108粂・文14粂
16条17粂18粂27条38条50
条76粂85粂89条97条 124
粂・ I76粂1項2項3項
77粂l項2項3項5項78
条1項・ I4条3項cd 
労 働 A6条1項 捕49条・文39条52条
労働の条件 A7粂 捕51条62粂・文95条
社会保障 A9条 捕54条・文39条95条
生 活 All条 捕20条26条27条28条29粂
46条・文55条 127条・ I
54粂・ Ill4粂
健 康 Al2条 捕15粂22条29条・文38粂
2項56条1項81条 125条
教 育 Al3条l項・ E第一読綻 捕38条・文24条50条例条
書2条 I 78条2項・ I4条3
項a
自然環境 A25条・ B47条 I 55粂l項
強制労働から BB条3項a• E 4条2 捕50条52条・文40条51条
の自由 項・米6粂2項 95条
公正な裁判 Bl4条1項・ E6粂1項 捕84条 105条 129条・文
米8条1項 5条71条72条 146条
刑事罰の不遡 Bl5条1項・ E7条1項 捕99条・文65条
及の原則 米9条
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内 n全角？. 国際人権法 国際人道法
思想・良心・ Bl8条1項目条2項・ E 捕34条・文27粂38粂3項
宗教・表現の 9条1項目粂l項・米12 58条70条86粂93条
自由 条1項目粂1項
見守 産 E第一議定書1条・米21 捕14条3項4項・文80条
粂1項2項 53条
住居・居住 Bl7粂1項・ ES条1項 文42条49条・ 1117条1項
E第四議定書2粂1項・
米22粂l項
通 信 Bl7粂・ ES粂 捕71粂76条・文 107粂
112条
家 族 Bl7粂・ EB粂・米17条 文26条 116条・ I74条
1項
く略号＞A・ 国際人権A規約， B 国際人権B規約， E ヨーロッパ
人権条約，米米州人権条約，傷ジュネーヴ働丙者条約，
海…ジュネーヴ海上傷病者条約，捕 ジュネー ヴ捕虜条約，
文…ジュネー ヴ文民条約， I…ジュネー ヴ第一追加議定書，
I・ ジュヰーヴ第二追加議定書。なお，本比較表は決して網
羅的なものではない。
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を検討せねばなるまい。和訳の粂文中では humane,humanity, humanitananな
どの語が一括して「人道 」と訳される慣例にあるが，それらの諸語は意味
内容も語源も全〈異なる歴史を持ち，英文条約文中ではそれぞれがほぽ整然と
一定の用いられ方をされていることを指摘しておく。
白I) 国際人権B規約第4粂（国民の生存を脅かす公の緊急事態の場合においてそ
の緊急事態の存在が公式じ宣言されているときにヨーロyパ人権条約第15粂
（戦争その他の国の生存を脅かす公共の緊急事態のときに米州人権条約第27
粂（戦争，公の危険＇ ）（.は当事国の独立若しくは安全を脅かすその他の緊急事
態のとき） 0 
自由金子大「いわゆる『平時Iと武力紛争法」『中央大学大学院研究年報』第16号，
1987' 6頁。
ω付随的にではあるが，平時においても「人権Jが充分な効果を発揮することが
できをいと推測される状況において，「人道Jという語を用いて人聞の保護を
狙う条約が散見される。難民問題や労働問題の性格付けに関するいくつかの粂
約文中である。また先述の，緊急事態ても停止されない人権のリストの中にい
ずれも非人道的な待遇や刑罰の禁止，人間らしい待遇を受ける権利に関する条
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文が入っていることは興味深い。
凶 7 ツクブライド，セーン「武力紛争における人権」『法と人権l第4号， 1971,
5頁。
凶 「赤十字国際委員会は，国際人道法の特殊な性格を強調し」その「詳細な規程
は。人権法による一般的保障に置き換え」られない，としていた。宮崎繁樹
「国際人道法の世界法的側面Jr世界法年報』第7号， 1987,14頁。
側国際人道法は国家とその国民の問では原則として適用されない。山下恭弘「国
際的武力紛争において『自国民』に適用される国際人道法の諸規定Jr早稲田
大学大学院法研論集』第37号， 1986,277-278頁。
間 「ハー グ法」「ジュネー ヴ＇＊ J(The Hague, Geneva Stceam of Law）という呼称
は必ずしも厳密にハーグ諸粂約やジュネーヴ諸条約（Hague,Geneva 
Conventioos）を指すわけではなく，例えばハーグ諸条約町中には「ジュネーヴ
原則を海戦に応用する条約Jなどの例外がある。これらはそれぞれ害敵手段の
合理的規制（ハーグ法上戦闘外にある者の保護（ジュネ一明去），という両者
の持つ理念』甘な側面を強調する用語のようである。
側樋口一彦，前掲論文， 4648頁，竹本正幸「国際人道法」（前掲論文） 210頁，同
「一九四九年ジュネーヴ諸条約に追加される二つの議定こ占についてHJ［国際
法外交雑誌』第77巻2号， 1978,58頁；足立純夫「ジユ不ーヴ条約追加議定
書J『法と秩序』第7巻4号， 1977'43頁，同 f国際人道法発展の方向 武力
紛争における文民犠牲者の増加に対応 J[国防J1976年11月号， 73,78頁。
ω 田中忠「戦闘手段の外観と内実J[国際法外交雑誌』第78巷3号，1979,42 44' 
52 53, 69-70頁．マックプライド，セーン「武力紛争における人権J（前掲論
文） 2頁。
帥）筒井若水「安全保障Jr国際法講義』有斐閣（前掲書） 388頁。
自I) これに対L，民族解放戦争が正戦であるとする立場からの秩序を国際人道法
中に構築しようとする動きもあり，途上国と先進国との間て激しい対立がなさ
れた。
間 また，政治的交渉の入り込む余地の比較的大きな，個々の兵器の禁止に関する
法規は，「軍縮法Jと呼ばれる分野の法の発達により，近年は人的保護に主眼
を置く「国際人道法Jとは別固に形成されてきている。なお第一議定書第36粂
には，締約国が新兵器の使用が国際法の他の規則により禁止されていないかと・
うか決定する義務が書かれている。
~3: Feldman, D，“International Medical and Humanitarian Law，＇’ ILA 1976 
Madrid, p. 299; !lingo四 ni,Dean Rup, ILA 1978 ManUa, p. 471; Patronogic, 
ibid., p. 467, etc. 
ωスコウ，サミュエノレ「国際人道法の発展 結論Jr法と人権113号， 1978,
123 124頁。
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THE STATUS AND FUNCTION OF 
INTERNATIONAL HUMANITARIAN LAW 
(S町田nary}
Daisuke N OJ 1ma 
This paper focuses on the legal status and the nee田sityof“Inter 
nat10nal Humamtarian Law”（！. H. L ),which has recently come to 
be noticed. It is a concept that is mainly composed of Geneva 
Treaties of 1949 and their two Additional Protocols, but some 
authors defme its range wider m different ways. I. H. L. is a rather 
new term so that this concept has become complicated with some 
other categories of international law, such as, the law of armed 
conflicts, International Bil of Human Rights, and so on. 
In order to clarify the legal basis of I. H. L., next three points of 
argument should be required; (1) validity of the law of war under the 
United Nations Charter which has outlawed general u田 offorce (2) 
findmg the difference between I. H. L and International Law of 
Human Rights (3) comparing the Geneva stream of law which 
emphasiz田 protect10nof口vilianpopulation with the Hague stream 
of law limiting methods or means of warfare. Overviewing these 
points of discussion, it is found that the concept of I. H. L. should be 
considered within a couple of standards, time, value, mechanism of 
protection, while wider definitions are made by smgle standard And 
it has to be minded出at出ecore range of I. H. L. is stil the 
Geneva law. Under the sovereign states system, basic human value is 
hardly secured in the time of emergency, because of lack of effective 
relationship between the belligerent power and the non-belligerent. 
The role of I. H. L. is creatmg吐ieduty to protect basic human 
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values as comprehensive as possible, with voluntary action, when no 
responsible parties could realize the victims’own rights, and 
definition of I. H. L. should clearly indicate its own function. 
